
鉄鋼業における総量規制対策費と汚濁負荷量の推移
（瀬戸内海における12事業所の合計）
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窒素対策累計投資額（百万円）

COD対策累計投資額（百万円）

窒素負荷量（ｔ/日）

COD負荷量（ｔ/日）

・凝集沈殿処理

・アンモニアストリッピング（窒素対

策）

・活性汚泥処理

・COD連続分析計設置

・含油排水活性炭処理設備設置

・含油排水のカスケード利用化、他

・凝集沈殿設備増設

・活性汚泥設備の補修、他

・処理水の循環使用による排水量削減

・排水の活性汚泥処理化推進、他

・生物脱窒処理設備設置、他

・排水処理設備の更新、他

・ｱﾙｶﾘｽﾄﾘｯﾋﾟﾝｸﾞ導入

・N、P連続分析計設置、他

第6回総量規制専門委員会資料より作成

閉鎖性３海域の主な水質改善関係設備設置状況

COD実績
t/日

総量規制導入 31.5

１９８０年度
１９８１年度
１９８３年度 クラフトパルプ工程排水発生源対策工事
１９８４年度 第１次総量規制基準の適用 30.2

１９８６年度
１９８７年度

ｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ酸素漂白設備設置

１９８９年度 第２次総量規制基準の適用 27.8

酸素法活性汚泥設備増強
ｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ酸素漂白設備設置
焼却炉更新
特殊排水処理設備設置
焼却炉設置

１９９３年度
クラフトパルプ製造設備更新
凝集沈殿処理設備設置
第３次総量規制基準の適用 22.0

１９９５年度
１９９６年度 酸素法活性汚泥設備設置
１９９７年度

第４次総量規制基準の適用 15.8
２０００年度
２００２年度 焼却炉設置
２００３年度

ｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟＥＣＦ化工事開始
第５次総量規制基準の適用 14.8

COD削減量
　　　水質改善設備投

資額

２００４年度

16.7t/日  (対'79年度  53%減)

330億円

１９７９年度

１９９２年度

１９９４年度

１９９９年度

１９８５年度

１９８８年度

１９９０年度

　年　　度

瀬 戸 内 海 ( Ｃ 工 場 )

内               容

製紙業界の総量規制対策について

化学業種の代表的な排出事例
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3 － 1 － 1 - ウ － － -

単位 戸
H12 H13 H14 H15 H16
4,893 5,001 4,379 5,744 9,333

単位
H11 H16

単位 %
H16（1 H17（12月1日時点）
99.4 99.9

年度

全国

項目３ 家畜排せつ物法への対応状況 対象地域 全国

項目２ 対象地域

年度

家畜排せつ物の処理の現状

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律に基づく施策概要

農林水産省生産局畜産部畜産企画課畜産環境対策室

対象地域

施策名

担当部局

項目１ 家畜排せつ物処理施設整備の進捗状況
別添　図参照

年度

全国
進捗状況を示すデータ

施
策
の
概
要

１）家畜排せつ物の不適切な管理に起因した水質汚染や悪臭等による生活環境の悪化、硝酸性窒素やクリプトスポリジ
ウム等による人の健康影響に関する懸念の深刻化を背景として、平成１１年に「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用
の促進に関する法律（以下、「家畜排せつ物法」）」が制定され、家畜排せつ物を管理する際における一定の基準（管理基
準）の遵守が義務付けられることとなった。

２）管理基準の一部には施設整備に要する期間を考慮して適用猶予期間（平成１６年１０月末日まで）を設定。

３）畜産環境対策の促進を図った結果、平成１６年時点で野積み・素掘りが大幅に減少するとともに、家畜排せつ物発生
量の９０％（約８千万トン）がたい肥化処理、液肥化処理など農地還元を行う上で有効な処理に、８％（約７百万トン）が浄
化・炭化・焼却処理等へ仕向けられていると推計される。

４）家畜排せつ物法への対応状況（平成１７年１２月１日時点）については、管理基準対象農家６１，３１２戸の９９．９％が
管理基準に適合。

４）現在、応急的に簡易な措置により管理基準に対応した農家について、持続的で環境保全効果の高い施設への移行を
図っているところ。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

全国の施策と同様

7 Ｎｏ（再掲）

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

Ｎｏ
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　○家畜排せつ物処理施設整備の進捗状況

　○家畜排せつ物の処理の現状　　　　

　　注：畜産企画課推計

　○家畜排せつ物法への対応状況(平成17年12月1日時点)

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

管理基準対象農家
（６１，３１２戸）
４５．６％

管理基準対象外農家
（７３，０８２戸）
５４．４％

畜産農家
（１３４，３９４戸）

施設整備
（５１，２２６戸）
８３．６％

管理基準対象農家
（６１，３１２戸）

その他の方法※
（２，５３３戸）
４．１％

簡易対応
（７，４７８戸）
１２．２％

管理基準不適合農家
（７５戸）
０．１％

管理基準適合農家
（６１，２３７戸）
９９．９％

※「その他の方法」には、畜舎からほ場への直接散布、周年放牧、廃棄物処理としての委託処分、下水道利用等が含まれる。
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3 － 1 － 1 - ウ 3 － 7 － -

単位 件
H11 H12 H13 H14 H15 H16

0 34 410 2,116 5,332 7,849

単位 10a/ｋｇ
S50 S55 S60 H2 H7 H12 H13 H14
13.07 13.02 12.24 11.99 11.61 10.51 10.55 10.69

単位 10a/ｋｇ
S50 S55 S60 H2 H7 H12 H13 H14
13.07 13.82 13.26 13.65 14.12 12.5 12.53 12.25

Ｎｏ Ｎｏ（再掲） 548

生産局農産振興課環境保全型農業対策室

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

・持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に基づくエコファーマーの認定件数
農業者が、都道府県の作成した導入指針に基づき、
①　土づくり技術（たい肥等の有機質資材の施用）
②　化学肥料の使用低減技術（局所施肥、有機質肥料の施用等）
③　化学合成農薬の使用低減技術（機械除草、生物農薬の利用、マルチ栽培等）
の３技術すべてに取り組むことを内容とする持続性の高い農業生産方式の導入計画を作成し、都道府県知事が導入計
画を認定する。（認定を受けた農業者：エコファーマー）
平成１６年度末：７，８４９件（瀬戸法対象地域件数）

・適正な施肥等による化学肥料の使用低減の取組
単位面積当たりの化学肥料の使用量（前肥料年度／当該年作付面積」の３カ年移動平均（ｋｇ/１０a））
　　窒素  S50：13.07　→　H14：10.69
　　燐酸　S50：13.07　→　H14：12.25

進捗状況を示すデータ

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

年度

瀬戸法対象地域

施
策
の
概
要

持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律について
（平成11年法律第110号、平成11年10月25日施行）
１　趣旨
  ・  農地の生産力の維持増進に不可欠な土づくりは年々減退している。
　・　一方、化学肥料や化学農薬の過剰な使用の是正、有機農産物等に対する消費者ニーズは、急速に高まっている。
  ・　こうした緊急の課題に応えるため、全国的に、たい肥等による土づくりと化学肥料・化学農薬の使用の低減を一体的
に行う「持続性の高い農業生産方式」の導入を促進する措置を講じ、環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図
る。

２　概要
（１）持続性の高い農業生産方式の導入指針
    ・  都道府県が、持続性の高い農業生産方式の導入指針を策定
　　・　導入すべき持続性の高い農業生産方式を地域の特性に即して明確化
（２）持続性の高い農業生産方式の導入計画
    ・　農業者が、都道府県の作成した導入指針に基づき、
①　土づくり技術（たい肥等の有機質資材の施用）
②　化学肥料の使用低減技術（局所施肥、有機質肥料の施用等）
③　化学合成農薬の使用低減技術（機械除草、生物農薬の利用、マルチ栽培等）
の３技術すべてに取り組むことを内容とする持続性の高い農業生産方式の導入計画を作成
    ・　都道府県知事が導入計画を認定（認定を受けた農業者：エコファーマー）
（３）持続性の高い農業生産方式を導入する農業者に対する支援措置
    ・　導入計画の認定を受けた農業者に対する農業改良資金の貸付けに関する特例
　　　　（償還期間の延長（１０年（うち据置期間３年）→１２年（同３年））
    ・  導入計画の認定を受けた農業者が取得した農業機械についての課税の特例
        （初年度３０％の特別償却又は初年度７％の税額控除）

施策名

担当部局

農業排水中の窒素及び燐の負荷量の軽減

対象地域項目１ エコファーマーの認定件数
瀬戸内海関係府県

年度

全国

項目３ 単位面積当たりの化学肥料の使用量（燐酸） 対象地域 全国

項目２ 対象地域

年度

単位面積当たりの化学肥料の使用量（窒素）

13 ページ



瀬戸法地域における
エコファーマーの認定件数（実数）の推移
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単位面積当たり化学肥料（窒素成分）施肥量の推移
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単位面積当たり化学肥料（燐酸成分）施肥量の推移
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3 － 1 － 1 - ウ 3 － － -

単位 ％
H15 H16 H17
36% 57% 60%

単位 件
H15 H16 H17
230 399 367

単位

年度

全国

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度

漁場改善計画数

持続的養殖生産確保法に基づく施策の概要

農林水産省水産庁増殖推進部栽培養殖課

対象地域

施策名

担当部局

項目１ 計画策定漁協の養殖生産量シェア

年度

全国
進捗状況を示すデータ

施
策
の
概
要

（１）養殖業の発展とともに、生産量の増大を目的とした過密養殖や過剰な餌の投与により、全国的に養殖漁場が悪化し
てきている状況にあった。また、近年、我が国においては、養殖用の種苗を海外に依存する傾向が顕著であり、海外から
養殖水産動植物の伝染性疾病が侵入する危険性が高まっている。これらの状況に対処し、国民への水産物の安定供給
に資するため、平成11年に「持続的養殖生産確保法」が制定された。

（２）同法では、漁業協同組合等は、基本方針に基づいて持続的な養殖生産の確保を図るため、単独又は共同で養殖漁
場の改善に関する計画「漁場改善計画」を作成し、当該漁場改善計画が適当である旨の都道府県知事の認定を受けるこ
とができることとなっている。

（３）魚類養殖を中心に漁場改善計画の策定が進んでおり、計画策定漁協の養殖生産量シェアは、約60％となっている
（平成17年12月末日現在）。

（４）現在、漁協等による漁場改善計画策定の取組を促進するための措置を講ずるとともに、漁場の利用方法と漁場環境
間の定量的データの所得、及び養殖業由来の環境負荷を低減するための実用的技術の開発等を進めているところ。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

9 Ｎｏ（再掲）

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

Ｎｏ
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計画策定漁協の養殖生産量シェア（全国）
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3 － 1 － 1 - エ 3 － － -

単位

単位

単位

施策名

Ｎｏ Ｎｏ（再掲）

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

施
策
の
概
要

礫や植生などを用いて、河川が本来持つ自浄作用を活用した水質浄化を実施している。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

瀬戸内海の流入河川での実施事例としては、岡山県の旭川水系百間川で礫と植生を組み合わせた浄化施設を設置して
直接浄化を実施している事例、愛媛県の重信川水系石手川で礫を用いた浄化施設を設置して直接浄化を実施している
事例などがある。

ＢＯＤの浄化率については、岡山県の旭川水系百間川の事例で８５％程度、愛媛県の重信川水系石手川の事例で６０％
程度となっている。

進捗状況を示すデータ

年度

担当部局

河川の直接浄化の取り組み

国土交通省河川局河川環境課

対象地域項目１

年度

10

年度

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

【 施 設 全 体 写 真 】 【 施 設 写 真 】 【スクリーン清掃状況】
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